2012年度政府予算案・地方財政対策に関する自治労見解

１．　政府は昨年12月24日の閣議で、2012年度政府予算案と財政投融資計画を決定した。一般会計の総額は2011年度当初予算の92兆4,116億円から2.2％減額された90兆3,339億円となった。また、政策的経費の一般歳出は過去最大だった今年度予算を2.3兆円下回る51兆7,957億円にとどまる一方、税収は42兆3,460億円（今年度比3.5％増）と今年度予算から約1.4兆円の増となった。しかし、新規国債発行額は今年度44兆2,980億円から微減となる44兆2,440億円となり、2連連続で国債発行額が税収を上回る予算となった。
　　2012年度政府予算案では、今年度補正予算に引き続き、東日本大震災からの復旧・復興に全力で対応するとして、東日本大震災復興特別会計（仮称）を創設し、3兆7,754億円を計上した。

　　主要経費のうち、社会保障関係経費は今年度8.1％減の26兆3,901億円、公共事業関係費が同じく今年度8.1％減の4兆5,734億円となった。一般会計の総額が今年度を下回ったのは、基礎年金国庫負担の財源不足分2兆5,882億円を一般会計に計上する必要のない年金交付国債で賄ったことが要因であり、実質的に今年度と同水準の総額となった。

２．　2012年度地方財政計画については、歳入・歳出規模は81兆8,700億円と今年度に比べて6,354億円（今年度比0.8％減）の減額となり、水準超経費（地方交付税不交付団体標準的行政経費超過分）を除くと、交付団体では5,654億円の減額となった。一方、地方税、地方交付税などの一般財源総額は59兆6,241億円（今年度比0.2％増）、水準超経費を除くと、交付団体では1,951億円程度（今年度比0.3％増）の増額となった。大半の交付団体である自治体では、2012年度予算編成にあたって、財源確保の道ができたと評価できる。
３．　地方交付税総額は、17兆4,545億円と今年度と比べて811億円の増額となった。これは、別枠加算（1兆500億円）の維持や2011年度からの繰越分（4,608億円）、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金（3,500億円）の活用等により確保されたものであり、地方交付税と臨時財政対策債の合計額は過去と比較しても高い水準を保っており、地方の安定的財政運営の財源を確保したものとして評価できる。
　　また、東日本大震災の復旧・復興事業、緊急防災・減災事業について、通常の収支とは別枠で計上され、震災復興特別交付税として0.7兆円が確保された。

　　自治労は、昨年11月から各省庁や政党、地方団体に対して、地方交付税の総額確保、東日本再震災関連予算を別枠として財源確保するよう強く求めてきた。非常に厳しい財政運営の中、結果として今年度と同水準の交付税総額が確保され、東日本大震災分が別枠で計上されたことは、自治労のこの間の取り組みの成果として評価できる。

　　一方、給与関係経費は20兆9,800億円で、今年度に比べて2,894億円削減された。これは、人事委員会勧告の加重平均や定員の純減等に伴う給与関係経費の減によるものであり、交付税の総額が確保されたことから言っても、各自治体における給与削減の口実にされることのないよう留意が必要である。自治労は、2012年度政府予算案の国会審議において、さらなる給与関係経費の削減が行われることのないよう、引き続き取り組みを進める。
４.　地域自主戦略交付金（一括交付金）については、今年度5,120億円から、新たに創設された沖縄一括交付金と合わせて8,329億円に増額された。また、都道府県分の対象事業が今年度の9事業から拡大され、新たに政令指定都市分も創設された。対象事業が拡大されたことは一定の評価ができる一方、今年度の交付金配分では、総額の確保や事務手続きの簡素化等の課題が明らかとなったことから、今後、課題の改善を政府に求めていく。
５.　子ども手当てについては、子どものための手当てに名称を変更し、費用負担は国が２、地方が1の割合で恒久化され、年少扶養控除廃止に伴う地方増収分があてられることになった。これは、この間、子ども手当について、現金給付は国の責任で行うべきとして、地方負担が生じないように求めてきたことからすると、３分の１の地方負担が恒久化され、また、本来であれば、地方独自の社会保障施策に活用すべき財源を国が歳出の使途を決めるということであり、問題である。しかし、この間、国と地方の協議の場等で議論がされ、一定の地方の合意を得たうえで制度化されたという結果は尊重せざるを得ない。2013年度以降の地方増収分の取り扱いは、今後検討が進められることから、現物給付の拡充につながる制度設計を求めていく。
今後、自治体における予算編成は最終局面を迎えることとなる。地方交付税総額が確保されたことを受けて、自治体予算における公共サービス水準の充実と必要財源の確保が求められる。
　自治労は、持続可能な地域社会を支える地方財政の確立にむけ、政府・与党、連合、地方六団体と連携し、引き続き全力で取り組む。
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